


























が高い割合を占めていることを挙げることができる。近年になって中国人およびフィリピン人 妻とする婚姻件数が急速に増加し おり、この他にも東南アジア諸国や南米諸国など、わが国の国際結婚の相手国は多様性 増している。しかしながら、昭和四〇年以降 わが における国際結婚は特定の国の者
（韓国、北朝鮮、アメリカ、イギリスなど）
との間で





























































は二〇〇 年までに七回改正され、そのうちの一九六二年、一九七七年および一九九〇年の三回が親族法および相続法に該当する家族法の改正であり、これらの改正 よって戸主権は大幅に弱まり、また、婚姻成立 夫婦財産制、養子制度、親権行使、親族範囲などの部分においても両性の平等を実現したが、戸主制度および同姓同本禁婚制度を維持している点が韓国民法の前近代性を現していた
（金容漢・前掲一〇一頁、
改正法の内容としては 裴慶淑＝崔錦淑『親族相續法講義─家族財産法』 （第一法規、二〇〇 年） 九頁以降参照）
。一九九〇
年の家族法の改正は、その原案に いて戸主制度および同姓同本不婚制の廃止が含まれ いたが、その存廃には対立があり、前者については存置するが相続 ではない戸主制度とされたが 後 はそのまま 形で残ること なった。こ よう








父長制を残した家族制度から、近代的な両性の平等を認める民主的な家族法になったと考え れる。さらに、二〇〇五年の韓国民法改正によって、単純な家族規範というより理念的性格が強く、宗教的意味までも与えることができた宗 に基づく男系血縁 義と族外婚主義が、実際の習俗 おいてはもあれ、法制上では姿を消し、韓国家族法改正において常に議論がなされてきた戸主制度の廃止も されること なった



















































































































大改革という側面が強いが わが国 家族法上 おいて議論されている改正論議と重なるものが少なくない。まず、韓国家族法にお ては女性にのみ課されている婚姻障害事由としての再婚禁止期間が削除さ ており また、父 にのみ認め
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られている嫡出否認の訴えが母親にも認められるようになっているだけでなく、その期間もまた二年へと延長されている。再婚禁止期間に関しては、子の父が誰であるかを確定する困難を避けるための制度であるが、かねてから女性にのみ婚姻解消の後に不安定な期間が課されることに対する不公平感から議論がなされているだけでなく、再婚禁止期間の存在の合理性に関して疑問が提起されている。これにより、婚姻法の改正要綱では、六カ月を一〇〇日に変更す 改正 提起されている。また、嫡出否認の訴えの期間 関しても出訴期間が一年間に限られていることはわが国においても議論 なされているところではある。韓国において女性 再婚禁止間が削除されたのは、ＤＮＡ鑑定などの医学分野の発展を理由として、削除の決定がなさ ようである。　
これ以外にも、わが国においては、遺言による指定相続以
外の理由によって、法定相続人以外の者が相続するためには相続人 不存在を理由とする特別縁故者制度によって、その可能性が認められているが、韓国家族法におい 法定相続人もしくは裁判所の決定によっ 寄与分として相続の可能性を認めるに至っている。　
さらには、今回の改正によるものではないが、嫡出子と非
嫡出子との間の相続分の差別に関しても 両者の間に差別なくなっている。わが国におけ 嫡出子と非嫡出子 差別の問題は、国籍法の改正によって届出による日本国籍の取得に
おいて、差別が解消されたが、相続分の差異についての差別の解消については未だ解消されていない。　
韓国家族法の支柱であり、絶対不変の原則として認識され
てきた戸主制度および同姓同本禁婚の原則は、憲法裁判所により違憲の判断がなされ、数千年にわたり受け継がれてきた父系血統尊重主義もこれまでの韓国家族法の改正によって大幅に修正されている。長きにわたる伝統的慣習による家族法は改正されたが、法と現実の慣習との間に乖離が生まれ という懸念を払拭することはできないが、今後この新しい家族法のもとで韓国の家族制度がどのよう 変化していくのか注目に値する 思われる。また、わが国 家族法 改正に関する議論は、平成八年に改正要綱が提出されてから今日に至るまで、部分的な改正にとどまり、今日の韓国家族法の内容はわが国の家族法の在り方 対して大きな示唆を与えるも であると考えられる。
（せきぐち・こうじ
　
志學館大学法学部准教授）
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